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３．ＥＰＡ／ＦＴＡと木材輸入－①林産物の関税率

我が国の林産物関税

※トウヒ（Spruce）、マツ（Pine）、モミ（Fir）類。主なものは欧州及
び北米のパイン・スプルース、ＮＺ・チリのラジアータパイン、北洋の
エゾマツ・アカマツ等。なお、ベイマツは含まれない。

○ 林産物の関税は、これまでの貿易交渉により、丸太が無税、製材が無税～6.0％、合板が6.0～10.0％、集成材が3.9～6.0％。

○ 我が国の木材輸入の大部分は、EPA/FTA締結済みの国（米国除く）が占めており、既決EPA/FTAにより、ほとんどの品目が
無税又は無税化済み。主要な輸入国のうち、関税が残っている国は、中国、ロシア、インドネシア（合板）等。
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主要製品輸入量（2022年実績）と関税率について

有税

有税

有税

有税

無税化（日EU・EPA）

無税

無税

無税化（TPP11）

無税化（日EU・EPA）

無税化（TPP11）

無税化（TPP11）

製材

集成材

合板

※丸太、木材チップ、木質ペレットについては無税

資料：「貿易統計」



○ 我が国は、これまで、19の国・地域とＥＰＡ／ＦＴＡを締結済み。

○ 林産物の市場アクセス交渉に当たっては、各国の森林の有する多面的機能の発揮と国内の林業・木材産業への影響に配慮
して、合板・集成材を中心に、極力、関税撤廃を回避（ただし、ＴＰＰ、日ＥＵでは、全ての品目で即時又は段階撤廃）。

○ 日マレーシア、ＴＰＰ１１、日ＥＵでは、違法伐採問題への取組も規定。

３．ＥＰＡ／ＦＴＡと木材輸入－②既決ＥＰＡ／ＦＴＡにおける木材の取り扱い

即時撤廃
（現行無税

87Lを含む）
段階撤廃 再協議 除外

2002年11月 － － 45L（合板、集成材） －

2005年4月 148L 39L(B3：26L、B5：4L、B9：9L) － 47L（製材、合板、集成材） －

2006年7月 200L － 34L（合板） －
共同声明に違法伐採対
策

2007年9月 142L 38L(B10：34L、B15：4L） 3L（合板の一部） 51L（合板、集成材、積層木材、繊維板、PB） －

2007年11月 154L 35L（全てB10） 45L（合板、集成材） － －

2008年7月 200L － 34L（合板） － －

2008年7月 154L 35L（B7：32L、B10：3L） 45L（合板、集成材） － －

2008年12月 154L 35L（全てB10）
22L（合板（熱帯木材（6.5%、8%）、集成材）
（※10年間で5%まで段階削減）

23L（合板（その他））
（※現行税率維持）

－

2008年12月 154L 35L（全てB10） 45L（合板、集成材） － －

2009年9月 160L 34L（B5：31L、B15：3L） － 40L（合板、構造用集成材、SPF製材） －

2009年10月 154L 35L（B7：20L、B10：15L） － 45L（合板、集成材） －

2011年8月 153L 41L（全てB10） － 40L（合板、構造用集成材、SPF製材） －

2012年3月 146L 46L（B5：3L、B7：4L、B10：37L、B15：2L） 3L（合板の一部） 39L（合板、集成材、積層木材の一部） －

2015年1月 200L － 34L（合板） － －

2016年6月 166L 33L（B3：3L、B5：20L、B10：7L、B15：3L） － 35L（合板等） －

2018年12月 191L
43L（B10（カナダのSPF製材等、マレーシア、NZ、
チリ、ベトナムの一部の合板はB15、CLTはB8） － －

環境章に違法伐採対策を
規定。

2019年2月 180L
54L（B7：28L（SPF製材、構造用集成材等）、
B10：26L）

－ －
貿易と持続可能な開発章
に違法伐採対策を規定。

2020年1月 － － － 234Ｌ －

2021年1月 180L
54L（B7：28L（SPF製材、構造用集成材等）、
B10：26L）

－ －
貿易と持続可能な開発章
に違法伐採対策を規定。

ASEAN,
豪州,NZ 127L

62L（B10：21L、B15：41L(SPF製材、
構造用集成材))

－
税率維持：34L(合板)
5％までの関税削減：11L(積層木材)

－

中国 117L － －
117L(合板、集成材、SPF製材、造作用LVL、
フリー板、割り箸)

－

韓国 2022年2月 127L 23L(B10：21L、B15：2L) －
84L(合板、集成材、SPF製材、繊維版の一部、
PB)

－

英国

国名

ペルー

豪州

モンゴル

ＴＰＰ11

ＥＵ

ＡＳＥＡＮ

フィリピン

スイス

ベトナム

インド

2022年1月

注２：「B●」は、●年間の段階引き下げによる関税撤廃を意味する。

木材（44類）の関税譲許

その他発効

注１：「L」は、HS2012ベースのライン数（44類は合計234L）。

RCEP

シンガポール

メキシコ

マレーシア

チリ

タイ

インドネシア

ブルネイ

米国

既決ＥＰＡ／ＦＴＡにおける木材の譲許内容 11



３．ＥＰＡ／ＦＴＡと木材輸入－③ＴＰＰ１１

○ TPP１１では、全ての林産物について、関税撤廃又は段階撤廃を約束。

○ 合板及び製材は、輸入額の多い国又は輸入額の伸びが著しい国（マレーシア、カナダ等）に対し、16年目までの長期の関税
撤廃期間とセーフガードを国別に設定。

○ 違法伐採木材に関し、各国における行政措置の強化や各国間の協力に関する規律を規定。

TPP１１におけるセーフガード措置
TPP１１における

主な林産物の合意内容 12

平成30年12月30日発効（メキシコ、日本、シンガポール、NZ、カナダ、豪州）、
平成31年１月14日発効（ベトナム）、令和３年９月19日発効(ペルー）、令和４年11月29日発効（マレーシア）、
令和５年２月21日発効（チリ）、令和５年７月21日発効予定（ブルネイ）



３．ＥＰＡ／ＦＴＡと木材輸入－④日ＥＵ・ＥＰＡ （平成31年２月１日発効）

○ 日EU・EPAでは、構造用集成材、ＳＰＦ製材等の林産物10品目について、一定の撤廃期間を確保 （７年の段階的削減を経て

８年目に撤廃）。 （その他の品目については、10年間の段階撤廃又は即時撤廃。）

○ ＥＵの対日関税については、全ての林産物で即時撤廃を確保。

○ TSD（貿易と持続可能な開発）章において、両国は違法伐採及びそれに関連する貿易への対処に貢献すること等を規定。

日EU・ＥＰＡにおける主な林産物10品目
（８年目に関税撤廃）

段階的削減のイメージ

対日関税に係る交渉結果（林産物）
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